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EALAI とは 
東アジア・リベラルアーツ・イニシアティブ（East Asia Liberal Arts Initiative, EALAI）は、東京

大学が 2005 年から実施している海外教育プログラムです。 
広い視野と総合的判断力を身につけた新世代のリーダーや、新しいサイエンスの開拓者の育成には、

大学教育の基礎としてのリベラルアーツ教育が重要です。東京大学は、旧制第一高等学校の伝統を引き

継ぎ、日本の国立大学法人で唯一、教養学部を維持、発展させてきました。私たちのリベラルアーツ教

育は、大学院レベルの先端研究との創造的な融合を追求しながら、幾多の改革を重ねて現在に至ってい

ます。 
EALAI は、この学生の全人的発達を目指すリベラルアーツ教育を、東アジアに向けて発信します。

さらに東アジアの大学との双方向の教育交流を通じて、ともに高めあうなかで、東アジアにおける共通

の教養教育の実現を目指します。 
EALAI は、東アジア共同体の土台となる相互理解と人材育成を担う、新しい国際貢献のプロジェク

トです。 
 
 

What is EALAI? 
The East Asia Liberal Arts Initiative (EALAI) is an international education program 

established by the University of Tokyo in 2005. 
A university education rooted in the liberal arts is essential for the development of a new 

generation of leaders and scientists who possess broad outlooks and comprehensive judgment. 
Continuing the tradition of the former Daiichi Koto Gakko (First High School), the University of 
Tokyo is now the only national university in Japan that has kept and continues to enhance its 
liberal arts college. We have implemented many reforms to our liberal arts programs while also 
pursuing creative integration with advanced research at the graduate school level. 

One role of EALAI is to share with East Asia our university’s liberal arts resources aimed at the 
holistic development of university students. Through two-way educational exchanges with other 
universities in East Asia, EALAI fosters mutual progress leading to the formation of shared 
approaches to liberal arts education in the region. 

EALAI is a new international contribution project for fostering mutual understanding and 
human resources as a foundation for the East Asian community. 
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テーマ講義「アジアの公論形成Ⅱ」（2006 年度）について 
 

このテーマ講義は、2005 年度冬学期から始まった、東アジア・リベラル・アーツ・イニシアティブ

（EALAI）の一環として、教養学部１・２年生のために開設した連続講義です。現在の東アジアを代表

する知識人を駒場にお招きして、若い学生諸君に直接語りかけていだだき、現在の東アジアの情況と課

題について、ともに考えてもらうのが目的です。今年度はその第二回目でした。 

ここに掲げたテーマ、「公論形成」とは、一般には、デモクラシーやリベラリズムと呼ばれている政

治理念を、東アジアの伝統用語を用いて、表現し直したものです。なぜ「民主」や「自由」を使わなか

ったのか。その理由の詳細は、三谷博編『東アジアの公論形成』（東京大学出版会、2004 年）を参照し

てください。 

この講義では、昨年度の経験に鑑みて、中国・韓国・日本で「公共」問題や「公論」について目覚ま

しい発言をなさっている研究者をお招きしただけでなく、それを支え、推進しているメディアについて

も、第一線の現場で活躍されている方と研究者にお出でいただき、お話しを伺いました。日本だけでな

く、中国、韓国、そしてインドに関しても、新聞、TV、インターネット、それぞれの事情と問題点が明

かとなったと思います。 

予備知識が不足して、学生諸君が面食らうことも少なくなかったようですし、今年の学生は昨年度と

比べておとなしい印象でしたが、毎回提出してもらった感想を見ると、それでもインパクトはあったよ

うで、とくに最後まで教室に残り、質問した諸君は、多くを得たものと思われます 

ここに、今年度の講義の要旨と学生諸君との質疑、そして感想文をまとめ、将来への参考とします。

これは、RA として、講師の方々との連絡や事務手続を担当して下さった坂田美奈子さん（アイヌ研究）

を中心に、講義の準備にあたって下さった TA の松山華さん（中国研究）と森万佑子さん（朝鮮韓国研

究）がまとめてくださったものです。 

このテーマ講義は、今年で一旦お休みとします。ご多忙中、趣旨に絶大な賛同をいただき、ご出講下

さった先生方は無論、熱心に聴講して下さった学生諸君、そして、この講義全体の事務を取りしきり、

陰ひなたにご援助をいただいた秋山珠子さん、小野寺史郎さんと門林岳史さんに、心からの感謝を捧げ

ます 

東アジアは、現在、世界の経済発展でもっともホットな場所になっていますが、それにふさわしい秩

序が創れるか否かは、人類全体の未来を左右する死活の課題です。この地域に、開放的で多様なコミュ

ニケーションを実現するために、何が必用か。東アジアの先端に立って発言する知識人と学生諸君が問

題関心を共有し、ともに考える出発点となってくれれば、うれしく思います。 

2007 年 3 月 
コーディネイター 三谷 博 

 （地域文化研究専攻・教授、日本史） 
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ガイダンス・非西洋世界における公論の問題 

三谷 博 
第1回：2006年10月10日（火） 

 
講義内容  

講義のねらい

非西洋世界の「自由化」は可能か、という問題を考え

る。 

イラク戦争と戦後日本 

「アメリカは日本を占領して軍事力を背景とする強制

的な民主化に成功した。そして今、日本は、自由と民主

というアメリカと共通の理念をもつ国になり、アメリカ

の同盟国となった。それをイラクでも行う。」というイラ

ク戦争開戦時のブッシュ大統領の発言に対して驚きを覚

えた。戦後日本が民主化したのは戦前における自力の民

主化の試みとその成功の経験があったからである。イラ

ク戦争はアメリカ型のリベラル・デモクラシーが唯一の

正しい「民主化」だという考えを世界に広めようとする

ものであった。しかし、本講義ではそのような意見に反

対し、西洋とは歴史を全く異にする世界で「事実上の（de 

facto）自由」はいかにして作れるか、という問題を考え

る。 

現代中国の例 

現代の中国は一党独裁であり党に対する批判は許され

ない状況である。しかし一方で党の権威に触れない限り

何をやってもいい、という現実もある。このような隣国

に対して、「我々に無害であったら独裁体制でも構わな

い」という考え方をすることはいいのか。また、歴史認

識をめぐる紛糾の一因も中国の一党独裁にある。それは

中国における日本の情報が少なすぎるという現状である。

例えば、首相の靖国参拝について日本国内で賛否両論、

様々な意見があることを中国にいる中国人は知らない。

なので、日本に来て日本人と触れ合うことで、日本の現

状を知って驚く人がたくさんいる。 

「自由化」のための着眼点 

自由な民主主義を「制度」の問題であると捉えるのは

間違いではないが適切ではない。「制度」に関して議論を

すると、細かい議論をすることになるが、そもそも「制

度」がよくてもそれを上手に運営できなければ意味がな

い。では、自由な「体制」の核になるものは何か。それ

は「対等で率直な議論を通じて、決定する、制度と慣習

の生成」という人々の間に育まれる「習慣」である。人々

が普段から「これが正しいやり方である」と習慣化して

身体で覚えていると、もし誤った方向へ逸脱したとして

も自らで修正することができる。 

民主主義とは時に誤り得るものであるけれども、同時

にその誤りを自ら修正できるものでもあるということを

歴史は示している。 

強迫によるものではなく、お互いの異見を聞くコミュ

ニケーションの方がいいということは、誰もが思うこと

である。そのような考えから、「Public Sphere」の訳語

を「公論」として、コミュニケーションのスタイル自体

に注目する。「正論」という訳語では、議論の中身に関心

が言ってしまいうためである。 

では、なぜコミュニケーション自体に関心を向けるの

か。それは日本史を研究してきた経験ゆえである。「現代

の日本に自由がない」「現代の日本には Civil Society

（「民」）がない」という意見が海外における日本研究の

学会で多々聞かれる。それは、「民」が「政府＝国家」に

対して常に批判するもので、その過程に自由があるとい

う考えが前提にあるからだ。しかし、日本の歴史に即し

て言えば「官」及び「国家」に対置するものは「民」で

はない。「民」は「国家」の名において「官」を批判して

きたのだ。 

東アジアの公論形成の経験 

公論慣習を「官－民」関係だけでなく「官」、「民」そ

れぞれに見出す。 

初期条件として、近代中国、朝鮮における「官」では

議論が盛んに行われる習慣があったが近代日本の「官」

には議論が避けられてきたという状況と、中国や朝鮮の

私塾（「民」）では政府に対する批判がなされたが日本の

私塾(｢民｣)ではそれがなされなかったという点が挙げら

れる。更に、朝鮮は近代における独自の公論形成展開を

日本の植民地化によって中断させられた点、中国は近代



における自力での公論発達の余地を共産党の独裁によっ

て狭められた点も合わせて挙げられる。 

公論の生成と成熟、定着 

公論は、ナショナリズムとメディアの親和性から生成

される。また、政治対立によってかえって公論の余地が

拡大し、それによって生成されることもある。 

そして公論は暴力とも親和性をもつ。公論と暴力の決

別をいかに行うか、更に、その暴力と公論の間にある扇

動政治やファシスト的公共性といったものの中からいか

に望ましい公論を形成するか、という課題の解決が公論

の定着のためには必要である。また同時に、「官」の開放

性という西洋世界にはない考え方を取り入れることも公

論の成熟には必要である。 
                     （文責：森） 

 

 

  
～授業アンケートから～ 

まず痛感したことは、情報化社会といわれるほど情報に溢れている日本でも、テレビや新聞などのパッケージ化

された、意図的に取捨選択された情報以外殆ど取り入れておらず公論は一定方向に偏る傾向にあるということで

す。日本ですらそうであるなら、情報制限が強い中国や北朝鮮などはより一層その傾向が強いでしょう（文Ⅰ、

1年） 
 
小泉元首相が平壌会議にて成し遂げたことを表す際の比喩が非常に上手く、面白く聞けました。Government≒
Stateについて、民の位置づけが的をえていて、その通りだと思います（文Ⅱ、1年） 
 
北朝鮮の瀬戸際外交、中国での暴力的な反日デモの映像がマス･メディアで取り上げられる際、事実ばかりが伝

えられ、特に中国人の心理面といったものはほとんど扱われず、あたかも暴力に訴えない日本に正当性があるよ

うなイメージを受けます。健全な東アジアの公論形成のためには日本の自由を妄信せず、批判的な目を持つこと

が重要だと思いました（文Ⅱ、1年） 
 
日中の紛糾の原因として中国の不自由な政治体制からくる日本情報の不足を挙げていた。日本側から中国への情

報提供の努力（中国語変換etc.）という対応策は一見もっともなものである。だが日本側が持つ中国不信が際立

っているのもネットの世界である。ネット界における日本の中国不信という現状を打破しなければ日本情報をネ

ットから中国に与えることは両者の理解を曲げてしまうように思う。両者の理解は建て前とし、（自分に対する

害を考えた上での相手の理解というもの自体、本来の理解からは遠い）未来志向的合理主義、すなわち両者の利

益の増幅と調整を主眼に置いた付き合い方をすべきだと考える（文Ⅲ、1年） 
 
日本や中国、朝鮮における公論の歴史的変遷や社会背景の差異について興味深い講義を拝聴できて有意義だっ

た。歴史認識問題が公論と結びつけて話されていたことが興味深かった。また、昔は日本よりも中国、朝鮮の方

がより公論のしやすい環境が整っていた（存在していた）ということが意外で面白いと思った（文Ⅲ、1年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 2



 3

認識論としての「中国の公共性」①：中国における公共領域の磁場 

孫 歌 
第 2 回：2006 年 10 月 17 日（火） 

 

講義内容 

講義のねらい  

「中国の公共性」について、東大生に議論を投げかけ

る形で論じる。今回は題材となる農村問題の輪郭を辿る。 

中国の農業状況 

中国の農村人口は 2006 年時点で９億人と膨大である

のに対し耕地が少なく、非常に厳しい生存状態にある。

都市と農村の二重構造は、建国直後、朝鮮戦争に備えて

毛沢東政権が重工業の発展を重視し、農業税を基本とし

て都市への財の集中が起きたことに遡る。改革開放後の

1982 年にはそれまで人民公社にあった土地の使用権は

個人単位に分配（分田）され、農民は「小農」に戻った

が、この時点で都市との格差が生じていたために、農民

が都市へ流動するようになった。いわゆる「出稼ぎ労働

者」の数は1.5億～1.7億人といわれる。現代化が進むに

つれ、国家財政収入を支えた農業税は次第に減少し、2006

年には廃止された。 

農業政策と地域性

農業政策に関わる論争は近年でも激しく、特に土地の

使用権と所有権の問題は大きい。使用権が個人にあり、

所有権が国にあれば、都市で困窮した出稼ぎ労働者でも

再び農民に戻れるが、ブラジル・メキシコの場合は個人

が私有の土地を手放すために、大規模な固定化された貧

民窟が出現している。従って社会政策の方面からも、土

地の公有論がある。ただしこうした農業政策も、あまり

にも農村の形態に地域性が強いため、徹底されない。中

国の農村の均質性の欠如を踏まえた上で対策を立てるに

は、「地方的知識」が必要で、特に郷政府の組織と農民の

関係に着目すべきである。例えばある農村では、農業税

を意図的に廃止せず、農民が納税を拒否して郷政府に圧

力をかける手段としている。こうした地域性や郷政府の

特徴を踏まえ、2004年から中央政府は中間層幹部を避け

て、直接に最下層に肥料を注入することを決定した。 

「声」としてのメディア

中国の行政を論じる際には腐敗が付き物だが、最近も

農業と関係するところでは、河南省政府が、農地を奪っ

て大学キャンパスを建設した疑いで処罰された。こうし

た中間層を避けて中央に直訴するために、中央電視台の

社会番組を利用しようと電視台前に集まる人民の動きも

あるが、政府もまた「信訪（上訪）」という制度を設けて

下からの声を掬おうとしている。「信訪」とは人民代表委

員会の信訪事務室が行う、一種の目安箱に近い制度であ

るが、これを利用したケースでは、1990年代に農村の苦

境を朱鎔基総理に伝えた李昌平の例がある。現在では「信

訪法」が制定されたため、李氏の時ほど非常手段として

の確実性は落ちているものの、人民の声を直接政治に反

映する試みとして評価できるだろう。 

中国農民の公共感覚 

 このように中国の農村は地域差が激しく、中央の管理

も行き届かないため、「中国の農民は公共感覚がない」と

いう説はある意味で正しいと言える。典型的な農村では、

「村のエリート」による「村のルール」があらゆる法よ

りも優先されている。例えばある農村では、小学生が交

通事故にあった際、両親が県に連絡したものの県政府が

反応を示さなかったため、農民が違法行為を犯して県政

府の介入を待ち、事故の処理をさせた、というケースが

あるが、農民の論理と法との衝突を表す好例である。 

 総括として、今回は「中国の農村問題のリアルさ」を

伝えることを主眼においた。農村問題とは、中国の政治・

経済など、国家構造のコアにある問題なのである。 

 

質疑応答 

Q：中国の政治制度の階層の仕組みは？また制度の「隙間」

の悪用、利用とは何か？ 

A：政策は市レベルまでにしか徹底されない。市政府以上

の官僚は国家公務員だが県以下は異なり、二重構造

なので抜け穴は多くある。中国人は「隙間」を縫う

感覚に長けている。 

Q：「国営放送に訴える」と話されたが、農民にもメディ

アは普及しているのか？ 



A：貧困地域には完全には普及していない。そのよ 

うな村は、「村の知恵袋」的な存在やボランティア 

を通じて外界と繋がっている。 

Q（三谷）：河南省のケースのように、土地の使用権、所

有権を幹部が自由にしている例は多いのでは？ 

A：私有化論も出ているが、貧富の格差が広がる。 

一方で官による公有地の管理も行き届いていない。 

Q：①農村戸籍と都市戸籍の違いは？②北京のスラムを見

たが、出稼ぎ労働者のものか？ 

A：①については、福祉、教育面で待遇が異なる。農村の

戸籍は都市のものに比べて不利である。②について

は南米との比較で言えば規模も小さく固定性も低い。 
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Q：教育、信訪については識字率が問題になるのでは？ 

A：教育条件を与えられても貧困を理由に進学しないケー

スが多い。ボランティアの最大の課題である。 

Q（三谷）：知識人の中には工業を農村に持ち込むべきだ

と述べる人もいるが？ 

A：実践化はほとんど反対している。農業を絶った上で村

に持ち込まれた工業は、製品の質が極めて悪い一方

で東北地方では広大な平原を利用してトウモロコシ

を育て、原料にして栄養食品を作っている。このテ

ストは成功しているようである。 

（文責：松山） 

 

～授業アンケートから～ 

中国の農村の公共感覚について、又中国人の政治感覚について全く知らなかったので非常に興味深かった。中国人の政

治感覚は、（少なくとも今の）日本人にとって理解しにくいものであるが、この政治感覚の違いはそもそも国民性によ

るものなのか、それとも法整備という点からの歴史的違いによるものなのか気になった（文Ⅰ、2年） 

 
中国の農村問題が私達自身にとって切迫したものではないが、日本に通じるものがあると思える。日本の農村に比べ、

より国家の歴史に密接に関わっていて、想像していた搾取された受動的な農民という印象ではなく、搾取に敢然と立ち

向かうより厳しい姿が思い浮かべられた。一方の中央政府が、どういう風に農民を捉えているのかより気になる（文Ⅱ、

1年） 

 
講義を聞いていると、中国では前近代と近代の二つの要素が、人民と政府の両方において複雑に交錯している様子がう

かがえる。先生は農村の論理（人情、信用）を政府の論理（法、契約）とはっきり区別したが、社会契約論的な考え方

を用いれば、法や契約の論理も、大前提として「契約相手が自分のことを理解し、その約束を守る」ということがある

はずである（約束を守らなかったときの罰則も契約のひとつであろう）。制度濫用は、構造問題以前の問題であろう。

だとすれば、中国における腐敗は構造的問題以前の原因によるのでは･･･（文Ⅱ、１年） 

 
諸国から「言論弾圧」として非難されることも、内部からすれば「次を作ればよい」という感覚の下、政治的達成の一

過程に過ぎない、という現象（氷点週刊の問題）は、日本等において言われる、いわゆる民主主義の論理が必ずしも全

世界的に適用されうるものではない、ということを如実に示していると思います。アメリカのThe war for democracy

が抱える根本的側面における問題は、意外にも（ある意味、意外ではないかもしれないが）このようなところで表面化

しているのではないでしょうか（文Ⅱ、1年） 
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認識論としての「中国の公共性」②：「公共性」に関する認識論の再吟味 

孫 歌 
第3回：2006年10月24日（火） 

 

講義内容 

講義のねらい

前回紹介した農村の現状をもとに、今回は中国式民主

主義の形成について述べる。 

農村直接選挙の登場 

1981･82 年の農村改革・「承包」（請負）方式によって

農民は15年の契約で個別に土地の使用権を得たが、同時

期に知識界で「思想解放」が提唱されていたこともあり、

この時期に村内選挙が実施された。それまでの党からの

指名制ではなく、直接選挙（海選）で村役員が選ばれる

ようになったため、従来の不正問題が解決される一方で、

「上」との連絡ルートを持たない村役員の誕生という問

題を招きもした。当時、農村を研究対象としない知識人

は、社会問題の全ての原因を民主主義の不足に求めたが、

農村の直接選挙の結果からは、西洋モデルの民主主義の

安易な導入には批判の声も出た。というのは、村の「上」

からの孤立は、しばしば公共地の奪い合いや村内での経

済格差の拡大を呼ぶからである。 

非先進モデルの必要性 

温鉄軍（中国人民大学農業農村建設学院長）によれば、

中国の農村建設には先進国モデルはコストが高すぎて使

えないということになる（「新農村建設」方針）。温氏は

法治社会の実現は米国では可能でも、中国の田舎では無

理だと考える。中国農村では、与えられた制度としての

法律ではなく、「顔」と「信頼」をうまく使うことが一番

コストの低い“民主主義”に成り得る。従って新農村建

設には先進国よりも発展途上国のモデルが参考となるた

め、温氏はしばしば南米の発展途上国に足を運んでいる。

また、市場経済の推進によって農村問題を解決可能とす

る立場があるが、情報量の少ない農民にとっては市場経

済よりも国の介入が必要な場合がある。つまり、農村問

題はよく官－民の対立の現われだと誤解されているが、

むしろ官民の協力があってこそ解決可能なのだ。実際に

温氏も地方政府との関わり合いの中で「合作社」を設立

して農民の生産指導に貢献している。また農業系大学の

研究者が地方政府と連携して農民支援を行うことも多く、

福建省河南蘭孝で活動中の何慧麗の例は有名である。彼

女は合作社を設立し、無農薬の稲を生産・販売する活動

の支援を行っている。知識人には伝統的に「反体制」の

立場を取る者が多いが、現場を知る人間はそれが現実に

そぐわないと知っているのである。 

農村をめぐる知識界の現実認識欠如と新たな動き 

つまり農村問題は中国の知識界に「現実性」が欠如し

ていることを明らかにする。中国は転換期にある、とい

う言説は、実は転換こそが常であるという認識に欠ける。

西洋式モデルが中国にもいつか定着するだろう、と考え

るのは誤りである。このような言説を唱える学者には、

Ｍ・ヴェーバーの言う「心情倫理」の上で不毛な議論を

繰り返すのみであり、「責任倫理」が欠如していると言わ

ねばならない。 

農村問題を取り上げる主なメディアとして雑誌『中国

改革』(農村版)や『三民問題』があるが、特に後者は同

誌内で研究者同士の論の対立があるなど、農村問題をめ

ぐる言説の混乱ぶりを伝えており、問題の一面的な把握

を揺るがしている。一方、都市の反応としては「一方通

交路図書館」（若者の共同出資による公共サロン）の活動

が目覚しい。またジェームズ・イェン農村復興学校の取

り組みなど、大学生ボランティアの農村への派遣も盛ん

である。 

東アジアの公共性を論じる際の注意点 

「公共言説」は概念から入っていくものではなく、現

実感覚から出て来るものだということを理解する必要が

ある。「認識論」として中国を扱ってはならず、この国の

激動や混沌が言語の上では表象されにくいことを意識し

なくてはならない。 

 

質疑応答 

Q：「海選」が当初憲法違反だったとは？ 

A：以前は三級政府（鎮・郷・村）以内の選挙は憲法で保

証されていなかった。最初の「海選」は憲法違反だった



ことになる。法律は中国にとって大前提とはならないの

だ。 

Q（三谷）：先生が農村問題を扱った理由は、近代化過程

で生活様式を無理やり変えさせられる「農民の尊厳」

に焦点をあて、「何が問題か」を見つける必要性を論じ

ようとしたためであるようだ。市場万能論には無理が

あり、政府が媒介者となって農民に情報の利用法を提

供することについて、議論はあるのか？ 

A；議論はある。農民たちは市場の情報を入手しても、利

益を得られないでいる。温氏は「三農問題」「新農村建

設」に加え、都市と農村の良性循環（互動）を訴える

ことで都市と農村をつなぐ必要を述べている。 

Q：①中国でも都市部の人間には農村に対する蔑視がある。

認識は対象が変われば変化するのか？②最近、中国を

めぐる言説は増加するとともに中国に対するイメージ

の単一化を招いているように見えるが？ 

A：①農村問題が解決されてもこの構造は残る。温氏も「近

代」の価値観の転倒が起きれば、差別との戦いが起き

る可能性があるという論に対しては悲観的だ。②日中

双方とも同様の現象は起きている。歴史感覚を豊かに

するための戦いが必要だ。 

Q：中国の若者の政治離れについては？ 

A：大衆社会に付き物の現象だが、最近は政治感覚を刺激

するテレビ番組や、「一方通交路図書館」なども出てき

ており、これらを評価すべきだ。 

（文責：松山） 

  

 ～授業アンケートから～ 

農村問題に対する対応が社会全体を見る上で非常に大きな役割を持っていることが分かった。私達が無意識のうち

に普遍的なものと思いがちな西洋的な歴史観・イデオロギーが中国を通すことで相対化することができると考えら

れる。西洋的な近代化ではなく、中国の文化的・歴史的背景に則した独自の近代化が必要ではないか。唯一の方法

と思われる、一つ一つの問題についてより吟味し正しい方法を見つけていくというのは難しいことだと思うが、そ

のためにも幅広い知識と見方を身につけたいと思った（文Ⅰ、1年） 

 
法至上主義を嫌う中国の農村社会であるならば、国家政府の措置が農村民を圧迫しないことが一番重要なことであ

る。前近代的な共同体的価値観を、国家の均質化政策が壊してしまうならば、それは農村の生きる人々の求める生

き方の多様性の権利の侵害になるだろう。市場経済についても同様で、包括するエリアをグローバルレベルにまで

広げていく市場原理は、農村の共同体的価値にそぐわないこともあるだろう。制度や枠組みであてはめたり、押し

付けたりするのではなく、国家はそれを人々に選ばせる包容力が必要で、公共空間はそこではじめて生まれえるだ

ろう（文Ⅱ、1年） 

 
「我々日本人は西洋民主主義の中で生活しており、一応成功していると言えるだろう。そして我々はこの制度が正

しいと信じている。従って、中国に対して民主主義を押し付けてしまう。中国においては農村社会が優勢であり、

コストの高い民主主義は達成されない。出来上がった存在としての『中国』などというものはないので、ステレオ

タイプに民主主義の達成されない中国は遅れていると考えるのは間違っている」という内容が今回一番心に残った

ものである。ここで思ったのは、我々はやはり中国を怖れているのだろう。実態をよく知らない中国は「何をする

か分からない」という恐怖が意識の中にあるために、我々の理解できる（安心できる）形で中国をゆがめているの

だろう。中国では情報が足りないという。しかし我々日本人も本当に重要な情報を得ているかという点について一

考すべきだと思う（文Ⅲ、1年） 
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誰の公共圏なのか：東アジアにおける公共圏、その規範的理解を超えて 

林志弦 
第 4 回：2006 年 10 月 31 日（火） 

 

講義内容 

公共圏の複数性 

ハーバマスの言う公共圏は「みんな」を前提としてお

り、「誰の」とつけることによって公共圏の概念に亀裂を

生むと同時に、公共圏に対する新しい議論の余地を生む。 

1980年代になると、公共圏に関する議論が爆発的に増

加した。それは東欧の共産圏が崩壊し、市民社会の建設

のための新たな公共圏の議論が増加したためである。し

かし、東欧社会を見てみると、実際は公的利益よりも自

己利益を強く要求しており現実とかけ離れた議論である

ことが分かる。つまり、東欧社会の経験は、公共圏の議

論が歴史的に根ざすものというよりも、理想的で規範的

なものであることを明らかにするのである。 

今日の講義では、東アジアの公共圏が歴史的に根ざす

ものか、理想的で規範的なものか、という問題を扱うの

ではなく、東アジアでは公共圏がどのような政治的役割

を果たすのか、という具体的な問題を考えたい。そこで

中心的な問いとなるものは「公共圏は果たして公的なも

のなのか」という問いである。そして結論を先取りして

言えば、今日のポスト市民社会において、公共圏は規範

的な意味を喪失し、「公」の名の下に「私」の利益を正当

化する装置となっているということである。 

東アジア、帝国と植民地の公共圏 

東アジアにおいて公共圏が支配装置として存在しはじ

めたのは明治維新以降であり、その中でも帝国日本の「強

化」は政治権力と市民的日常の関係づけにおける核心で

あった。つまり、植民地権力は暴力的収奪としてではな

く、積極的に公共圏を作り出して国家が要求する価値を

内面化させるヘゲモニー的支配の役割の中心軸として捉

えられるのである。 

このことは、公共圏が国家によって操作されるもので

あるという従来の見解に新しい解釈を生む。つまり、植

民地期の公共圏は民衆の自発的な生活の改善や自発的な

運動につながるものであるという側面も持つからである。

例えば「内鮮一体」を取り上げて、なぜ「内鮮一体」な

のに差別があるのかと改善の運動をしたことが挙げられ

る。 

このような反応は解放後の韓国でより顕著に見られる。

日本が用いた植民地支配強化のためのレトリックや言説

を、解放後の韓国でナショナリストや民族主義者が踏襲

したのである。換言すれば、韓国のナショナリズムの核

心に位置するものが植民地期の公共性のレトリックだっ

たということである。例えば、近代化推進のセマウル運

動において、国家機関で訓練を受けた女性が村に帰ると、

訓練を受ける前よりもいきいきとして男性とも対等に向

かい合うようになるという現象が見られる。つまり、公

共圏は国家のイニシアティブによって作られた支配下に

入るというマイナス面をもつが、同時にそれまで国家に

排除されていた人が国家に参加することによって、自分

に自信をもてるようになるという self-empowerment の

働きをもつプラス面ももつのである。 

 

質疑応答 

Ｑ：植民地支配者の私より公を優先する言説が解放後の

韓国のナショナリスト達の言説の核となったということ

が意外だった。私はより公を優先する思想は東洋的なも

のだと思っていた。 

Ａ：私は二つの疑問を投げかけたい。一つは、東アジア

において私よりも公が優先されてきたという言説自体が

一つのディスコースで、西洋の個人主義に対置するため

に創られた伝統ではないか、という問いである。もう一

つは、このような国家による伝統の再解釈には根拠がい

るわけであるが、歴史的な記録を見てみると私より公を

優先する事例はあまり多くないのではないか、という問

いである。 

（文責：森） 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～授業アンケートから～ 

公共圏は国家権力の支配装置になるという論点が興味深かった。確かに、公共圏は一部の人間が大衆を恣意的に強

化する場であるといえる。ただ、その主体は必ずしも国家権力に限らないと思う。「誰かが大衆を強化する」という

構造の是非はひとまず措くとして、その「誰が」にあたる主体が、国民国家の解体の叫ばれる現代において多層化

していると思う。そこに公共圏の可能性が残されている気がする（文Ⅰ、1年） 

 
恥ずかしいことですが、とても早くて正直良くわかりませんでした。公共圏とは私の中では民主主義というイメー

ジがあって、それらと帝国主義や独裁が結びつくとはあまり考えたことがなかったので、公共圏に対する新しい認

識が増えました（文Ⅲ、1年） 

 
明治維新以後日本が取り入れた西欧（特にプロイセン）の考え方を参考にしながらも独自の方針としてとられた「教

化」という強制（≒ファシズム）ではなくて自発に基づく方針が「公」を優先させる見方として植民地朝鮮でもと

られ、さらには戦後朝鮮でのナショナリズムでの考え方にも影響していったという考え方はいままで考えもしない

ものでした。今日も自分の知識不足か、話は難しかったですが、熱意あふれる講義とすばらしい通訳に感謝感謝！

（文Ⅰ、1年） 

 
ファシズム、日本の総力戦体制などのファシズム的公共圏をも“公共圏”の一つの解釈として成立することに驚き

を感じた（文Ⅲ、1年） 

 
今日は時間がないので質問することができなかったことが非常に残念です。できれば授業時間内に質問の時間をと

って頂きたいです。 質問：先生のお話の最後の方で、「公共圏の今後の役割として、公共圏からexcludeされた人々

が、include されることで、個々人が“self-empowerment”されることを期待する」というお話をされたと思いま

す。ここで、なぜ公共圏に内包されることで、“self-empowerment”を得ることができると言えるのですか？また

公共圏の規模の大きさを議論する必要はないのでしょうか？先生がセマウル運動を例として挙げられましたが、そ

れは国家が舞台でした。もっと小さな舞台でも“self-empowerment”は可能でしょうか？ (文Ⅱ、1年) 
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東アジアにおける「国際公共圏」の出現：その進化または創生 

張寅性 
第 5 回：2006 年 11 月 7 日（火） 

 

講義内容 

東アジアの出現と「東アジア的視覚」 

東アジアにはナショナリズム・リージョナリズム・グ

ローバリズムの三つの力が働いている。これらはポスト

冷戦とグローバリゼーションによってもたらされ、それ

により東アジアに連帯・協力という新しい関係が生まれ

つつある。しかし、依然として東アジアには対立・葛藤

の関係が現実として残されている。そのような中で東ア

ジアをどのように捉えたらよいのか。昨今、東アジアを

「地域」や「共同体」の観点で見る見方が増えてきた。

しかし、私は「社会」として見るべきだと考える。なぜ

なら、東アジアを「社会」として捉えることによって、「国

際公共圏」という考え方が生まれうるからだ。 

「地域」と「共同体」 

「地域」とは、歴史的、人工的産物であり創造された

ものである。「地域」は国家や政府という概念に比して、

経済や文化の側面を強調する。しかし、東アジアを考え

る際には、この「地域」という概念には限界がある。な

ぜなら、国家が利益を求めて行動することが依然として

あるからである。「共同体」とは、「経済共同体」や「安

保共同体」といったように国家の対立や葛藤を超えよう

とする考えによって生まれた。しかし「共同体」は理想

主義的で現実的ではない。 

「国際社会」と「国際公共圏」 

私は東アジアを捉える視覚として、「地域」「共同体」

の概念の代案として「国際社会」という概念を提示する。

「国際社会」とは、アクターと構造と行為からなる、国

家をはじめとする諸勢力が一定の国際地域をベースとし

て、政治・経済・軍事・文化といった諸分野を営む社会

領域であり、国際地域のアクターの相互作用の場と公共

圏である。「国際社会」は社会が先にありき、ではなくて

国家の相互行為の交流によって生まれるものである。「国

際社会」が「国内社会」と異なる点は中央権威がないこ

とであるが、「国内社会」が個人と個人というアクターの

相互交流によって構成されるように、「国際社会」も国家

と国家、企業と企業というアクターの相互交流によって

構成される点では同じである。 

東アジアの「国際社会化」と公共性 

公共圏には三つの公共性の意味がある。それは公的な

もの、共通のもの、公開のものである。「国際社会」を作

るためにはこの三つの公共性を高める必要がある。私が

言う「国際社会」はイギリス学派が言う「国際・社会化」

＝「International Socialization」ではなく「国際社会・

化」＝「International Societalization」である。そして、

「国際社会・化」を形成するためには次の三つのアクタ

ーの相互作用が重要性を持つ。それは①観念・理念、②

制度・規範、③権力・権威である。「共同体」理論は①を

強調しすぎている。しかし、それだけでは足りない。利

益やパワーが衝突する現実を見極め、利益社会としての

東アジアを考える必要があるのだ。利益を追い求める現

実とそれを制御する制度や規範の役割を知ることが大切

で、理念の追求だけでは東アジア地域は非常にもろいも

のになってしまう。 

 

質疑応答 

Ｑ：利益社会とはなにか。 

Ａ：利益社会の対の概念を考えてみよう。それはゲマイ

ンシャフトである。愛とか団結という人間の社会で

ある。これに対して、利益社会とは西洋的合理主義

によって動かされる個人の利益が先にありきで、社

会はそのような個人によって構成される社会である。 

Ｑ：「国際・社会化」と「国際社会・化」の違いは。 

Ａ：「国際・社会化」とは社会化することであり、既存の

社会の構成員になること。すなわち、既存の社会が

もつ規範や制度等をも受け入れることを意味する。

これに対して「国際社会・化」とは、社会を形成す

ることであり、どのような社会が作られるのかさえ

もわからない。よってその社会の規範や制度等も構

成員が作ることを意味する。 

                （文責：森） 



 ～授業アンケートから～ 

先生のお話を大変興味深く拝聴させて頂きました。「東アジア共同体」議論に熱心なのは日本の学者だけだと思っ

ていたので、多少の驚きもありました。特に観念だけでなく、制度や権力といった現実的なものが必要だというお

話は大変共感いたしました。ただ「どうして今、東アジア共同体が必要なのか？」という視点があまり拝聴できな

かったことが残念です（文Ⅱ、1年） 

 
「共同体」という言葉は何となくいい響きをもつ気がする裏で、そのきれいさの中に隠された各国の思惑があるん

だな、と思いました。普段はあまり耳にしない「公共圏」という言葉の方が、より東アジア各国に公平さを要求し

ている感じがして、適切かもしれません（文Ⅰ、1年） 

 
EU をモデルとした東アジア共同体構築の議論はよく見られるが、EU が形成される迄の過程に注目する事が重要

であるという考えは新しく思われた。今日の緊迫した国際情勢をこの考えに基づき見直すと、現在の東アジアは公

共圏の形成に向けての一つの転換点に立っているのではないか（文Ⅲ、1年） 

 
二国間関係の複合体でしかなかった東アジアが国際社会化への動きを見せ始めているというお話の中で、共同体を

目指す手順の概要はつかめたと思う。ただし、これまで歴史上、二国間同士の外交で成り立ってきたものが、なぜ

公共圏なるものをわざわざ構築する必要があるのか疑問に感じた。世界の新しい流れに対応するために公共圏が求

められているのならば、より自然な流れでまとまりができるのではないだろうか。EUなどの成立過程を考えると、

まずは理念の共通化などよりも経済共同体程度から出発すればそれも（必要性のある限りだが）、良いのではない

かと思う。対立・葛藤が表面化することは望ましくないけれど、無理に理念を共有しようとすることには意味がな

いし、逆効果であると思った（理Ⅰ、1年） 

 
東アジアの「国際社会・化」という考え方に強く興味を持った。そして対立・葛藤は必要悪であるということにも

驚嘆した。東アジア公共圏は進化途中であるという見方に、将来への希望が見出せると思った。理念だけで語って

もだめだ。interest、institution との相互作用が必要だ。今回は非常に共感できる講義であったとともに、新たな

視野を獲得できた（文Ⅲ、1年） 
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東アジアにおける公共圏 

潘光哲 
第 6 回：2006 年 11 月 14 日（火） 

 

講義内容 

講義の狙い 

1890 年半ばから中国各通商港では中国人による大衆

メディアが誕生したが、今回の講義では特に『時務報』

（1896年）、『国聞報』（1897年）、『知新報』（1899年）

などを例に、こうしたマスメディアの歴史的作用と意義

を見ていく。 

先行研究と研究方法 

1895 年～1920 年代のメディアの社会意識への作用を

扱った張澎氏の研究、李鷗梵、Joan Judges、Barbara 

Mittler 各氏は Public Opinion (ブルジョワジー公共圏)

の働きを指摘した Jürgen Habermas の研究を基礎とし

ている。日本には三谷先生のJapan’s “Public Sphere” が、

インドではVelna Naregelらの研究があるが、一方でマ

ルクス主義や Joan B. Landes らジェンダー論の立場か

らの批判もある。また李鷗梵によれば、中国には“Public 

Sphere” ではなく“Public Space”のみがあるという。例え

ば『申報』の「自由談」欄では投書による意見交換が成

立していた。このような研究を基に、ハーバーマスの公

共圏論を新聞・雑誌という角度から深めていく。その方

法としては、「小作理程、大施工力（テーマを小さくして

大いに力を注ぐ）」（朱熹）を念頭に、テキストを構成す

る歴史的、物質的背景を考え（Rodger Chartier）、ニュ

ースの伝達速度、新聞消費の速度、新聞の入手経路を考

慮にいれる。例えば1857年時点では英国→上海までのニ

ュース伝達速度は二ヶ月だった。 

新聞を通じた日中の情報交流  

東アジアでは新聞によって思想文化が互動・交流した。

特に晩清知識人による日本の新聞からの取材は顕著であ

る。唐才常は1893年、長沙で『湘報』を創刊し、雑誌『日

本人』に倣って湖南新政を実現しようとし、1870年代の

『申報』は琉球事件について日本の各新聞社の意見を紹

介している。さらに梁啓超創刊の『時務報』でも古城貞

吉が『国民新報』の記事を翻訳して「過波蘭（ポーラン

ド）記」として紹介したりしている。つまり新聞は情報

伝達ツールから知識を得るための情報源となったのであ

る。1904年に創刊された『東方雑誌』は、中国で最も長

期にわたって発刊された大型総合雑誌であるが、日本の

『太陽』や英米の『Review of Reviews』を模倣しており、

第一号では日本皇帝を写真入りで創刊している。主筆で

あった杜亜泉（筆名：傖父）も『太陽』から取材した文

章を書くことがしばしばであった。1910年代の五四運動

時には陳独秀らによって『新青年』が創刊されたが、日

本の新聞の直訳をしばしば紹介しており、例えば日本の

雑誌『中外』の山川菊枝の文章を訳した李大釗の論文を

掲載している。学生による雑誌の創刊も相次ぎ、北京大

学生による『新潮』も日本の新聞から取材していた。 

張澎氏は当時は日本の新聞雑誌が「転型時代」の牽引

役になっていたと見る。近代中国で、知識人が日本由来

の情報を用いて愛国・啓蒙活動を行った例は枚挙に暇が

ない。こうした日本からの「跨国」のニュースは近代東

アジアの国際公共圏の一つの方向性、つまり新聞情報の

交換、把握による共同の主張の展開や意見交換の可能性

を示しているといえる。ただし今回は中国の場合を論じ

たのみで、日本･朝鮮の新聞の研究はこれから行われねば

ならない。 

 

質疑応答 

Ｑ：中国人が日本の新聞を翻訳する際に、全てを正確に

翻訳したのか？ 

Ａ：解釈を入れた翻訳が多い。例えば『時務報』はロシ

ア革命の説明の際、革命リーダーに太平天国の指導

者の名前を当てはめている。研究の際は原文と訳文

の比較が必要だ。 

Q（三谷）：日本の新聞にも『申報』が漢文のまま引用さ

れており、さらにその記事について中国人が反論し

ている。1880年代以後、特に日本が注目を集めた日

露戦争以後は日本人は段々漢文を読めなくなるが、

こうした討論は断絶したのか。 



Ａ：日本の新聞は分析していない。 

Q（三谷）：当時の情報の流れは、欧米から日本、日本か

ら朝鮮、中国、さらに中国から越南へというものだ

ったが、逆流したり、異なる流れ方をするパターン

はあるのか。特に日露戦争後に中国学生が大挙して

日本留学をした時代が「転型期」だが、日本以外の

ソースはもっていたのか。 

Ａ：1910年代は『大阪朝日新聞』、『東京日日新聞』から

の引用が多いが『東方雑誌』には欧米からの引用も

ある。欧米リソースが少ないことは欧米留学者がマ

スコミに就職しないことが関係すると思われる。 
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Q（三谷）：厳安生氏によれば 1930 年代の中国での言論

活動では日本留学生の勢力が圧倒的であったが、そ 

れは日本留学に対し、欧米への留学にかかる費用が

莫大であったため、欧米留学者はあまり勉学に専念

できなかったからだという。 

Ａ：蒋介石秘書の陶希聖の場合は商務印書館に就職した

際、欧米留学者がトップ、日本の東大･京大留学を次

のレベルとして月給配分の規準が決まっていた。 

Ｑ：中国の新聞が日本の新聞を翻訳する目的は？ 

Ａ：ケース・バイ・ケースである。今後の研究を待つ。 

              （文責：松山） 

～授業アンケートから～ 

今回先生の話で一番興味をもったのは、新聞同士での議論がないということでした。確かにどの新聞を見ても違い

が見えないのですが、そこに危機感をいだいてはいませんでした。しかし、色々な観点（ブルジョアやマルクス主

義）で世界をとらえた公共圏ができるという考えをきいて、もっと違った考え方の新聞を読みたいと思いました。

また日本からメディアの影響をうけたというお話に関しては、そうした交流が今もあるのか？などもっと具体例を

あげてほしかったです（文Ⅱ、1年） 

 
今の新聞というのはメディアの中心とは言えないまでも、ニュースを国民に伝えるという役割は果たしている。し

かし新聞自身が意見を述べるというのは社説に残っている程度である。三谷先生の話では新聞同士は自論（自国の

論理）をぶつけ合う現象が２０世紀前半に見られるということだった。新聞というのが国民に情報を提供すると同

時に、国民の主張をくみとる役割を今より強くもっていたというのは興味深いものである。また研究者の目が自国

にしか向いていないのは、今日との対比という観点が抜けており、有機的な議論ができなくなるのではという危機

感を覚えた（文Ⅱ、1年） 

 
日本のメディアが中国メディアに近代期から引用されていたという事実は、自分にとって新たな知見となりまし

た。ただやはり、原文を変更したり脱色したりしていたという点は見逃せないでしょう。そのような現象が当時両

国に如何なる影響を与えたのか、に関する研究が進めば、東アジアのこれからの公論形成のあり方に有用な意見が

呈示されうると思います。もっとも、現在はテレビ・インターネットが存在し、かつメディアにふれる人の数はか

つて「知識人層」のみであったことを思えば、それに比して膨大であり、また多種多様な境遇・思想が反映されて

はいますが、どのように応用されるべきかについても研究が進めばなお望ましいかと思います（文Ⅱ、1年） 

 
情報･メディア分野における日本と中国の19世紀からの関係の深さに驚いた。明治維新と文明開化に成功した日本

と、洋務運動と近代化につまずいた中国ではあるが、新聞という文化を通じてここまで密接に関わり合い、情報面

における進歩、すなわち知識の国際化を相互に高め合っていたのではないか。また新聞は世論を形成する重要な要

素であり、当時から今日にかけての東アジアの国際関係にも影響を与えていると思う（文Ⅲ、1年） 
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日本の公共圏とマスメディア 

林香里 
第 7 回：2006 年 11 月 21 日（火） 

 

講義内容 

公共圏、公的領域とは～論争のある概念

18 世紀の市民的公共圏：「理性によるコミュニケーシ

ョン空間」（J.ハーバマス）。リベラリズムの「公的領域」：

市民の個人的利害なき社会における最小共約部分（J.ロー

ルズ）。個性のために保持され、言葉と説得による競技精

神を通して最良のものが成立するアゴラ（H.アーレント）。

公共圏はクラブやサロンなどの文芸的公共圏が政治につ

いて討論をする政治的公共圏に発展したもので、公共圏

に参加できる人は限られていた（女性、子ども、労働者

階級、無産階級は排除された）。よって、市民的公共圏は

ブルジョア公共圏であり、18世紀に生まれた歴史的産物

であった。ハーバマスは公共圏を歴史的概念としつつも、

非常に理念化している。上のような公共圏を理念化する

ことは、外国人や貧困者、女性の問題など社会の一番大

変なところの問題を取り上げることができない。つまり、

公共圏の内在的発展の限界があるのである。 

20世紀の公共圏 

 20世紀はマスメディアが台頭する時代である。ファシ

ズムと公共圏が結びつき、プロパガンダの役割を果たす

ようになった。そのため、討論する公共圏はなくなり、

我々は政治について agreement や acceptance をするだ

けになった。「世論」の形成過程が変わり、理性を使った

公共圏から、政治に対する当事者意識が徐々に失われた

公共圏に変化した。 

Publicという概念の文化的規定性～日本文化からどの程

度公共圏を理解できるか 

 公共圏は西欧の歴史からの抽出概念であるという限界

がある。そもそも、日本における「公」の概念には「お

上」「権力」「天皇」といった概念が含まれており、西欧

のPublicの概念とは異なるものである。そこから日本に

おける「公共性」概念への誤解が生まれた。たとえば、

次の四点のような誤解が挙げられる。①「公共性

（Public）」は「公的(Official)」である。②「公共性」は

調和と連帯を前提とする。③「公共性」は良いものであ

る。④「公共性」と「ナショナルインタレスト」は合致

する。 

日本のマスメディアと公共圏の問題 

 例として次の五点を挙げることができる。一つ目は、

新聞社の社員持ち株制度。これにより、新聞社は経営内

容が不透明であり、オーナーによる権力乱用の危険性な

どといった非近代的体質をもっている。二つ目は、到底

「報道」とはいえない「皇室報道」が挙げられる。三つ

目は、放送免許制度。日本の放送は政府（総務省）が管

轄しているのである。四つ目は、「ジャーナリスト」の不

在が挙げられる。新聞社やテレビ局に所属した会社員と

しての「記者」しかおらず、各新聞社や各テレビ局の枠

を超えた横のつながりをもった「ジャーナリスト」がい

ないのである。最後に、「公共放送」としてのNHKのあ

りかたがある。NHKは数々のスキャンダルを起こしてき

た。なぜ日本の「公共放送」はこうなるのか。日本でい

う市民的公共圏とは何なのか。ハーバマスの公共圏を理

念として用いたら何か解決できるのか。我々は考え続け

なくてはいけない。 

 

質疑応答 

Q：下からの意見を聞く機能が新聞にはない。インターネ

ットの発達によって自由な議論の空間が生まれ、新

聞を通しての議論をする必要はないのではないか。

新聞の役割の変化を考えるべきではないか。 

A：全くそう思う。しかし、我々は「市民的ジャーナリス

ト」をどのように考えるのかという問題を依然持っ

ている。新聞、テレビ、ジャーナリストの課題はな

くなったと言えるのか。課題が少なくなったとは思

うが、なくなったとは言えないと思う。 

                   （文責：森） 

 

 

 

 



 
～授業アンケートから～ 

日本における公共性の概念の誤解や公共圏の理念が明確化されたため、今後の議論の準備が出来たと思う。いくら

インターネットが普及しても、そこに公論が形成されるのは難しいという三谷先生の意見には賛成である。異なる

意見を戦わせているページよりも、同意見の人が他者を批判するページが主流であるという感が強い。また、一つ

の新聞を読んだだけでは、一社の論説を一方的に受けるしかないという現状では、公共圏には遠いと思った（文Ⅰ、

1年） 

 
メディアが大きく発展したことで逆に人々が自分で情報を調べるということをせず、メディアの情報を疑問を持た

ずに受け入れている現状に問題があると思うが、日本では権力に疑問を持たない国民性があるのも一因ではないか。

西欧のような革命はなく、明治維新でさえ政治をしていた武士階級主導であったことを踏まえると、国民一人一人

の問題意識が伝統的に希薄なのではないかと思った（文Ⅱ、1年） 

 
公共圏が議論の場から、単なる情報提供の場へと変わってしまったことが分かった。理念的には論争の場である事

が望ましいのは理解できるが、ブルジョア階級だけがそのような議論に参加できた時代と、積極性さえあれば誰で

も参加できる現代で同じことが目指せるのか疑問に思った。これ程大衆化の進んだ社会で、国家や地域規模で公共

圏を形成することは可能なのだろうか（理Ⅰ、1年） 

 
現代において、マスメディアはもはや“公共空間”として成立していない。“公共空間”故の性質でなく、もはやマ

スメディアによる情報は発信者＝新聞社・TV局、受信者＝一般大衆の一方通行でしかないのではないか。インター

ネット上の議論が閉鎖的だとおっしゃっていたが、近日の新聞の投書（＝アゴラ？）を見れば、それこそ謎の活動

家の自発的な投稿ばかりではないか。明治･大正の輝かしい（？）新聞を、現代の新聞と同じ物として扱うのは無理

な気がした。（もちろん、かといってインターネットを理想の“公共空間”などとは到底言えないが……今の日本に

“公共空間”は存在しないのかと感じた）（文Ⅱ、1年） 

 
特に後半の方の話がとても興味深かったです。指南書問題が起きたときは小６か中１くらいでしたが、子供ながら

に子供じみた事件だなぁと思ったことを思い出しました。今、史料論という必修授業で戦後の朝日新聞の縮小版を

10 年ごとにしらべて、親殺し・子殺しなど家族関係の記事を探してデータ化するという気の遠くなるような作業を

協力してやっています。地味なのですが調べていると、新聞が必要以上にいろいろなことをあおっていると感じま

す。近年になって残忍な親殺しなどが増えたといわれますが、50 年くらい前から大差ないなぁ、と考えつつ読んで

います（文Ⅲ、1年） 

 14



 15

中国の公共圏におけるメディア商業化の影響 

劉 擎 
第 8 回：2006 年 11 月 28 日（火） 

 

講義内容 

マスコミ商業化の歴史 

中国では 1950 年代まで民間私営のメディアが許可され

ており、商業新聞『申報』や 梁啓超の政治評論紙『新

民叢報』などが有名だった。しかし新中国建国から1952

年の間に、私営のメディアは全て、国有になるか或いは

取り締まられて姿を消した。新聞社・ラジオ局などは階

層利益・個人の利益ではなく国・人民・党の利益を代表

する「党と人民の代弁者」であり、政治教育を通じて同

質化した公共空間を生み出していた。当時の中国で

は”propaganda”という言葉は、ポジティブに捉えられて

いたのである。1980年代以降になると、改革開放政策に

伴って、人々がメディアに求める役割は大衆教育の宣伝

から幅広い情報の伝達へと変化した。政府の政策調整に

よって各メディアは自ら運営方法を考え、財政を負担す

ることとなったため、政治的に敏感な内容を除いて報道

の自由化が進むとともに、メディアによる広告が可能と

なった。1990年代以降はマスコミの数・規模が拡大する

一方で、各メディア間に高度な競争が起きている。 

改革開放以降の変化 

メディアの非政治化が始まった78年以降、メディアは

市場のニーズを受けてそれまでの「ハード･ニュース（政

治的なニュース」一辺倒から「ソフト・ニュース（エン

ターテイメントなど）」を増やし、現在では同日のある新

聞の１面に、三峡ダムのニュースと芸能情報が同時に載

ることも多い。こうしたソフト・ニュースの氾濫が現代

の公共空間にどのような影響を与えうるかについて検討

すべきだ。欧米の学界ではフランクフルト学派を中心に、

市場がマスコミをリードすれば、商品至上主義がもたら

されるという批判がある。どんな民主主義社会でも、国

民の政治に関する基本的知識を前提にしているため、商

業文化・大衆文化の氾濫は、国民の意識や知識の低下を

招く。我々は「市民」として個人の利益を越えて社会・

国家へ貢献しつつ、「消費者」でもあるが、消費文化の圧

倒は民間の健全な発達を阻害する、というのである。 

マスコミ商業化のもたらす影響 

しかし全面的に否定的な評価はするべきではない。マ

スコミの商業化それ自体が政治的なことである。つまり

民間的・個人的空間が再び現れたことにより、①誰が政

治の主体であるかの概念が変わった、②この概念の変化

により権力構造が変わっている、のである。ハーバマス

は公共空間を国と市民社会の中間に位置づけたが、「国」

に対し「個人」の空間・利益が認められたことで、民主

主義的公共空間誕生の条件ができたのである。さらに、

マスコミ商業化に対する批判はしばしば本質を突いてい

ない。ソフト・ニュース氾濫の裏には、未だにハード･ニ

ュースの取材・伝達には制限があり、たとえ流せたとし

てもジャーナリストへの法的保障は全くない状況がある

ことを忘れている。自由化さえ進めばハード・ニュース

の需要があるのは間違いない。中国におけるマスコミの

商業化の原理は欧米とは違うのである。 

 

質疑応答 

Q：ネットでもハード･ニュースは流れているのか？ 

A：ネット上のハード･ニュースは信頼性が低く、またネ

ット自体が国家の監視下に置かれているため。ネッ

トに最終的解決は求められない。 

Q：メディアに対する制限について、孫歌先生によれば、

『氷点週刊』事件のように各メディアは取り締まり

に応じて素早く別の表現手段や場所を確保するとい

うが？ 

A：制約を受ける中で巧妙にかわしている者もいるが、少

ない。ハード･ニュースについてもオープンに書ける

ようにするしかない。 

Q（三谷）：北京在住の孫歌先生が制約とリスクのバラン

ス取りを強調していたのに対し、劉先生は上海の方

だからか主張が異なるようだが？ 

A：同じ事件を別の角度から見ているのみである。たしか

に上海では宣伝部が優秀でマスコミの自由度が制限

されているのに対し、北京は権力の中心で、宣伝部



の他にも様々な権力機構があるため、検閲も甘いと

聞く。 

Q：①中国のマスコミの商業化は必要だという主張だった

が、「民主化したメディア」のモデルがあるのか？ 

  ②国内では知らなくても、国外では情報が流れてい

ることが韓国民主化以前でもしばしばあったが、香

港のマスメディアの内実は、本土の人は知っている

か？ 

A：①中国国内のジャーナリストは、CCTV の役員など

も、第４権力としてのメディアの役割をよく知って

いるが、問題はそれを実行に移せていないことであ

る。②ネットや新聞などで、香港は当然のこと、ABC

もBBCも知ることができる。 
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Q：①今日配布された資料では、1997年にメディアの数

が激減しているが？②企業がバックとなっている

『焦点訪談』など、商業と政治が相互影響している

番組もあるが？ 

A：①1997 年度の激減は統計方法の変更で、県レベル以

下の TV 局、ラジオ局を計算しなくなったから。②

CCTV の『焦点訪談』は確かにそうだ。朱鎔基が腐

敗問題について視聴者に呼びかけたこともある。ス

タッフもよくメディアの役割を理解しているが、17

年前に一時討議された「新聞法」が未だに成立しな

いことからも、報道自由化の難しさがわかる。 

                   （文責：松山） 

 

～授業アンケートから～ 

個人には社会的利益を追求する市民社会の一員としての姿勢と共に、個人利益を追求する一消費者としての姿

勢が求められているわけだが、この一見相容れない両者にマスコミ側がいかに対応しているかについて興味を

覚えた。1950～70 年代の３０年間、つまり改革開放が始まる以前の共産党支配の中で、人民と党の意見、さ

らには人民と党そのものが同質化している社会、もしくは逆にマスコミが市場主義に突き進むあまり、ソフ

ト・ニュースばかりが取り上げられ、人民受けのよい娯楽要素の染まってしまう社会、という両極端であり、

公共圏の形成にむけた理想的な社会とは決して言えない。個人の利益の思考こそが公共圏の前提となるのは確

かだが、個人が、市民社会の一員であると認識し、行動すべきであるということを忘れてはならない。この議

論は決して中国にとどまるものではなく、日本にも当てはまるものだ。戦前の全体主義を意識するあまり、戦

後はマスコミの商業化に拍車がかかり、個人主義に偏重してしまった。日本で公共圏を形成するためにも、「私」

だけでなく「公」も意識していく必要がある（文Ⅱ、１年） 

 
中国のメディアの今後の行方は、やはり政府の態度の取りかたによってくると思います。私は、先生の話を参

考にすると、「解放の方向性」が重要だろうと考えます。ソフト・ニュースばかりでは、中国国民の将来への

視点が拡大するどころか、労力を割かれて縮小してしまう。ソフト・ニュースとハード・ニュースのあるべき

比率というものが今後研究され、実地面に反映されることを私は期待します（文Ⅱ、１年） 

 
国（政府）、市場、メディアのトライアングルという見方は一般的であると思われる。そのトライアングルの

中で、メディアを引っ張る力が政治、市場のどちらに偏るかが重要なわけだ。マクロな見方をしているため、

他人事のようになりがちだが、市民としての個人、我々こそがそのパワーバランスの担い手であろう。個人の

興味の向く先によって、パワーバランスは常に変化する。私個人としては、このパワーバランスは作為的に操

作すべきでないと考える。市民に適した形としてのマスメディアで常にありえると思うからだ（文Ⅲ、１年）
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現代インドに於けるメディア：公共圏の展開をめぐって 

ラジーヴ・ランジャン 
第 9 回：2006 年 12 月 5 日（火） 

 

講義内容 
現代インドのメディア 

1947年のイギリスからの独立以降を「現代インド」と

よぶ。メディアの発展及びそれによる公共圏の展開は

1940年代から始まった。 

［テレビ］インドでは識字率が高くないので新聞よりも

テレビの普及率・影響力が高い。しかしながら、はじめ

は国営放送（２チャンネル、夕方 3 時間の放送のみ）し

かなく、政府の宣伝機関的な放送で情報が正しく流れな

かった。1990年代に入り、ケーブルテレビと衛星放送が

導入され、今では何百チャンネルもの番組が自由に何で

も放送している。特に1991年の湾岸戦争は生放送され国

民に大きな影響を与え、テレビの普及を促進させた革命

的な年であった。2005 年の統計で、6800 万の家庭がテ

レビを持っている。 

［ラジオ］1927 年 7 月 23 日にインド放送協会が発足。

現在に至るまで国営であり、政府の宣伝機関の役割をし

ている。1994年に、民営放送が登場し現在では304局あ

る。国営放送の場合、ニュース中心の説教的内容のもの

で娯楽要素は少ない。しかし近年、非政府組織によって

地域別ラジオ放送（各地方の言語で住民が抱える教育や

健康の問題を中心に放送）が試みられ、成功している。 

［インターネット］インターネットは1991年以降始まっ

たが、普及率１％であり、政府の宣伝道具的な役割を果

たし、情報は常に一方的にしか流れない。インターネッ

トは、識字率やパソコン所有力の問題から都市の上級カ

ーストによって独占され、生活に関わる設備（電気や飲

み水等）もない国民には縁のないものである。 

メディアの関心・無関心 

ニュースは国内ニュースが 6 割を占める。メディアの

関心は、汚職や殺害事件、紛争事件、日常生活に関わる

経済の動き等に向けられている。また、新聞広告の関係

で新聞の商業化が加速し、例えば若者の購読者を対象と

したスポーツやファッション、芸能のニュースが多く取

り上げられるなど、広告料を取るために購読者が増える

ような内容のニュースをたくさん記載するようになった。

一方、メディアの関心のないニュースは、農民の貧困や

農村の生活水準に関わる問題点などである。 

公共圏形成の条件 

次の四点を挙げることができる。①国家管理の縮小。

メディアの大部分を政府が握っている状況を改善しなけ

れば、公共圏は生まれにくい。②生活水準の向上。農村

には飲み水や電気がなく明日の生活の見通しが立たず、

公共圏のことなど考える余裕はない人が多くいる。生活

水準を上げることが根本的に重要である。③公共圏認識

の重要性。国民の間で公共圏の認識が低いため、「他人の

為に働く」「公共圏にどのように貢献するか」といったこ

とを教える教育が必要。④共通民事法典。インドではカ

ースト・宗派別の民事法があるため、公共圏の個別性を

支える根拠となっている。共通の民事法典を整備するこ

とで、共通の公共圏を形成できる。 

 

質疑応答 

Ｑ：識字率が低いとあったが、インドにおける識字率の

定義はあるのか。 

Ａ：インドの識字率の定義は「自分の名前を書くことが

できるか」である。そのため、識字率と新聞を読め

るかどうかは直接結びつかない。2001年現在でイン

ドの識字率は約55％であるが、新聞を読める人はも

っと少ないと思われる。 

Ｑ：中国との比較。今回の話は、インドの全体像を話さ

れた。特に、インドでは全国の「統計」が取れてい

る。これは、イギリスの植民地の影響ではないか。 

Ａ：イギリスの植民地支配は悪いこともたくさんあった

が、いいこともあった。 

（文責：森） 

 
 

 

 



 ～授業アンケートから～ 

インドにおけるテレビというメディアの役割に関心を持った。インドのような識字率がまだ低い国々で新聞･雑誌が

十分に普及していなくても、テレビの普及によって公共圏が形成されることは十分可能であろう（文Ⅰ、1年） 

 
インドといえば最近では非常に発展していると日本のメディアでは報道されることが多い。インドでは数学に非常

に力を入れているとか、インドの企業がのびているとかいう面が強調されている気がする。しかし、今回の授業で

ランジャン氏がとりあげたような、メディアの普及や国内の問題について取り上げられることは少ないのではない

か。今回の授業を聞いて、日本で取りざたされるインドの発展というのは、本当に一部のことだと思い知らされた。

そのことはインターネットの普及率が１％であることにも顕著である。実態を知ることで日本のメディアの問題点

も見えてくる。すなわち、インドの抱える格差や農村問題を無視し、ほんの一部の経済的発展など、国民が関心を

持ちやすいことに特化して報道しているということである。商業化という問題はどの国のメディアにも共通だが、

国営メディアこそがその穴を埋めるべきなので、重視すべきではないか（文Ⅰ、1年） 

 
政治腐敗や識字率の問題など、これまでの講義で紹介された中国の状況と似ている点がインドにはあると感じられ

た。しかし、近代的放置と離れた中国農村部のいわゆる「顔」による信頼関係などの自治の仕方（国家権力に対し

て消極的）に対して、インドの人々はメディアを活用しつつ国家の一員になろうとしている（国家権力に対して積

極的なアプローチ）趨勢があるのではと感じた。低い識字率や農村の貧困などの問題に対しては、学者や都市で力

を持った市民が積極的に民主主義の牽引車に成ることで改善に向かうのではないか。そのためのアイテムとしてメ

ディアが重要となると思う（文Ⅱ、1年） 

 
インドの独立以後の歴史には疎く、90 年代に政変が続いたことを知らなかったが、非常に興味深い点がいくつかあ

った。まず例に挙がった３つの事件で、被支配者たる国民がメディアを通じて力を持つようになった劇的出来事が

あったことに驚き、かつメディア･国民の潜在力はさぞ大きかろうと思った。インドの独立運動に新聞が大きな役割

を果たしたことは中国などと同じだが、イギリスの植民地であったことで独特の事情が生じたと思う。イギリスは

自由主義とその実践に力を入れていたので、フランスなど他の西欧国家の植民地との比較も何か得るものがあるの

ではないか。またラジオ放送実験が大きな効果を上げていること及び非政府組織が UNESCO などに支援されてい

ることにも感心した。放送実験は他の国、たとえば日本でも取り入れると面白いのではないか。結論について、公

共圏形成のためには公共圏教育が必要なことは日本でも中国でもインドでも同じなのだと感じた。しかしインドは

宗教・カーストに分かれているから難しいかもしれないとも思った（文Ⅲ、1年） 
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東アジアの歩みから中国を見る 

清水 美和 
第 10 回：2006 年 12 月 12 日（火） 

 

講義内容 

1970年代のタイ学生革命と清水氏の中国への関心 

当時、東アジアでは開発独裁型と毛沢東の自立更生路

線という二つの国家的発展戦略が存在した。自立更生路

線を支持したタイの学生たちは 1973 年にタノム独裁政

権を倒す「学生革命」を起こし、学生だった氏も現地に

赴き、直接彼らと連絡を取り合った。が、1976年秋に「血

の水曜日事件」が勃発、氏の友人も含めて多くの学生が

殺され、残った学生たちもタイ共産党に合流してジャン

グルへと逃れた。1970年代後半になると、中国・ベトナ

ム・カンボジア間の自立更生路線を歩んだ国家同士の戦

争、「アジアの四つの小龍」の飛躍的経済発展、中国自身

の毛沢東モデル放棄と改革開放路線への転向が重なり、

東アジア各国の共産党は分裂、タイで革命を継続しよう

としていた学生も共産党の分裂に伴って投降した。文革

時代の公正・平等な分配のあり方を理想としていた清水

氏は、東京新聞入社後、中国の変化と文革の否定に嫌気

が差し、国内取材に専念したが、1986年に幹部の腐敗を

問題とした改革開放後初の学生運動が起きたことを契機

に、中国にも「格差」に対する問題意識の生きる場があ

ることを確信して中国に赴く。 

「革命」挫折後の中国 

当時の中国は急激な成長を遂げる一方で格差が拡大、

国有企業の経営者や国家公務員が国有資産を横流しする

「官倒」が横行していた。一方で農村・農民に対する差

別は顧みられず、都市住民に比べ農村住民は所得が少な

い上に医療・教育・養老（介護）の保障が無く、2004年

には両者の所得格差は７倍と言われるほどになり、これ

に対する政策としての農地の流動化の緩和によって４千

万～６千万の「失地農民」が都市へ流出した。こうした

「二等公民」としての農民の扱いは近年になってようや

く注目されつつある。現在も各地で農民騒乱が起こって

いるが、氏はこれを農民の公民権運動と見なす。 

社会分析のキーワードは「格差」 

2001年7月、党創立八十周年大会で私営企業家の入党

が認められ、さらに2002年の党十六回大会で提出された

「三つの代表論」によって「労働者階級の代表」として

の党は「中国人民と中華民族の前衛部隊」となって国民

政党に脱皮した。自由化の兆候として歓迎された私営企

業家の入党も、入党した企業家を調査してみれば国有企

業民営化で党幹部から転身した者が大半であることがわ

かり、党指導層―私営企業家―国有企業管理者という経

済的・政治的支配力を持つ「新富人」の存在が明らかに

なった。政府が「和諧社会」（調和の取れた社会）「公（平）

と正（義）」をスローガンに掲げて所得再分配に向けた政

策を打ち出すも、悉く党内の新富人の抵抗にあっている

のが現状である。中国が開発独裁から民主化に進むのか、

独裁政権の退場を迎えるのかに関しては、1970 年代の

「格差解消」が再びキーワードになるはずだと氏は見る。 

 

質疑応答 

Q（三谷）：最後に「こういった見方はマスコミでも周

縁だ」と言われたが、紙面から重要な情報が伝

わっていないということか？ 

A：新聞の国際報道がまずいのは①国際面が狭い。②書 

き手の力不足。国際部希望も１期（３年）が殆ど

で、特派員も出世コースの政治局員の箔付けとい

った意味が強い。③外報出身が出世できない。 

Q（三谷）：文革末期、朝日新聞で北京特派員の記事と

AFP通信に依った記事で齟齬を来たしたが？ 

A：①常駐記者を認めた「日中記者交換メモ」に「日中 

友好促進」に違うなという制約があり、文革報道 

で各社の北京支局が閉鎖される中、支局を残した 

い朝日は迎合する報道を行った。②「要人会見」 

の申し込みのために書けないこともあった。③社 

の関わる文化事業招聘のために書けないことも。 

④今でも自主規制する記事はある。法輪功など。 

 Q：中国マスメディアの日本報道が昨年の反日デモ以来

軟化しているが？ 

 A：その通り。昨年まで中国商業紙の日本叩きは激しか



ったが、デモを境に宣伝部から「日本を評価する

記事を」という方針が出た。また10月の首脳会談

によって反日報道が受けなくなった。日本のマス

コミの報道姿勢にも政府の意向を汲むという、似

たような状況が見られる。北朝鮮報道が顕著。 

 Q(三谷)：①記者として取材の仕方を教えてほしい。②

読者はどう読むべきか？ 

 A：①公開情報の吟味が先決。香港・台湾系のネット、

下級の内部発行物も見る。②日本メディアに加え

て、最低でも中・米メディアは見たほうがいい。 
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 Q（三谷）：新聞を取らない人が増えているが？公論可 

能な場の提供はどうすれば？投書欄を拡大して

は？ 

 A：ネットには勝てない。ある程度の専門的分析記事・

評論記事は必要。「新聞らしさ」に拘っていてはダ

メで、記者は危機感を持つべき。投書欄拡大は「新

聞は記者が書くものだ」という記者のエリート意

識に阻まれている。 

                   （文責：松山） 

～授業アンケートから～ 

制度・社会・文化の隔たりを超えて、正確な報道をするのはかなり難しいことだと思います。そういう架け橋の役

をしている記者の仕事に感服しました。情報の共有・透明化はどの国の国民でも望んでいることですが、どの国に

おいても容易ではないことだと思う（表象文化、研究生） 

 
昨日たまたま各先進国のジニ係数の表を見てきたばかりだったのですが、最高でもポルトガルの 0.37 だったこと

を考えると、中国の格差がいかに大きいかを実感できました。格差の拡大は日本やアメリカに似ているが、圧倒的

に共産党が利益を得ているというのは、一見資本主義化が進みながらも、まだまだ開発独裁がはびこっているとい

うことで、21世紀型の新たな途上国が抱える問題を少し理解できた気がします（文Ⅰ、１年） 

 
韓国や中国と同様、日本においても、国の方針に新聞の内容が従うと聞いてとても驚きました。また、売るために

書かれた記事というものもあり、どの情報が正しいのか判断するのは極めて難しいと思いました（文Ⅱ、１年） 

 
メディアの内情に関し、中国との関わりについての観点を中心として多角的な情報を得ることができました。個人

的には、インターネットにおける情報量が中国においてもかなり大きい、という見解は先日の別の先生の講義にお

ける見方と相異しており、インターネットに対する評価が確定していない、またそこから、インターネットに未知

の可能性（危険性もあるだろうが）があるだろうことがうかがえておもしろかった。新聞社についてナマの話も聞

くことができ、興味深かった。ジャーナリズムはアカデミズムとは異なったアプローチができる、という先生の意

見には感銘を受けた。私は何より「活字として残る」強みを生かし、匿名性・流動性を帯びたインターネットに対

抗し、また共に発展してゆけるような「新聞」になって欲しいと思った（文Ⅱ、１年） 

 
問題状況が存在するのにその事態が明るみに出ないのは、その問題に発言力を持った者たちの利害が絡まない、あ

るいは、マイナスになる場合で、かつ当事者自身が発言力を得ることができない場合である。ジャーナリストのあ

るべき姿は、そこを明らかにすることではないか。中国の農民、日本の過疎地域、忘れられた人々はどうすればい

いのだろう（文Ⅲ、１年） 
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現在のメディアと切断点 

金平 茂紀 
第 11 回：2006 年 12 月 19 日（火） 

 

講義内容 

メディアにおける切断点 

切断点という言葉は、ミシェル・フーコーが「歴史の

切断点」という言葉で使ったもので、切断点を前後して

様相が全く変わってしまうことを意味する。メディアに

置き換えて言えば、それまで続いてきたある連続がいく

つかの事件が切断点となり、それまでの連続を否定し始

め、メディアの立ち位置が全く変わってしまうことであ

る。戦前のメディアにおける切断点は、1941 年 12 月 8

日の真珠湾攻撃や1945年8月6日の広島原爆投下、1945

年8月15日の玉音放送で、これらは戦前のプロパガンダ

型のジャーナリズムから、二度と戦争をしないというぞ

という戦後ジャーナリズムへの切断点であり、メディア

の立ち位置を全く変えてしまった。このような戦後ジャ

ーナリズムが、最近起こったいくつかの事件によって否

定され始めている。その事件というのは、①1995年3月

20日の地下鉄サリン事件、②2001年9月11日のアメリ

カ同時多発テロ事件、③2002 年 9 月 17 日に北朝鮮が拉

致を認めた事である。 

地下鉄サリン事件 

地下鉄サリン事件は、メディアにおいて次の二つの概

念を生んだ。一つは、公共的空間がもはや安全ではない

というセキュリティ概念。もう一つは、「反社会性」とい

うことを徹底的に弾圧する社会防衛の概念である。しか

しながら、なぜ奇形のカルト集団の成長を止めることが

できなかったのか、また、なぜ人間はあのような破壊的

な活動をするのか、という根本的な問題についてはメデ

ィアも学者も司法も分かっていない。 

アメリカ同時多発テロ事件 

この事件の理解を深めるために二人の学者の意見を紹

介する。一人は西谷修である。彼は9･11について「これ

まで、戦争の対概念であった平和が、安全に変わった。

安全を守るために戦争をするまでになった」と言ってい

る。もう一人は東浩紀で彼は「昨今は情報化の時代であ

るが、一方で9･11が押し広げたのはイデオロギーなきセ

キュリティの暴走である。安全が全てのものに変えられ

るようになり、万人が万人のために全面監視する状況に

なった」と言っている。メディアにおいても安全という

概念が全面にせり出すと同時に、テロリストが世界共通

の敵であるという概念を共有した。 

北朝鮮拉致問題 

2002 年 9 月 17 日に金正日が拉致を認めたことによっ

て、拉致問題が北朝鮮問題の最重要事項となった。この

日を境として北朝鮮は日本の敵であると見なされるよう

になり、beforeとafterが完全に分かれてしまった切断点

である。 

現在のメディア 

以上の切断点により、メディアはセキュリティ化を謳

うようになった。安全を守ることにメディアも協力する

ようになり、あらゆる議論の停止や判断留保が行われる

ようになった。このことは、安全を守るために多数派を

尊重し、少数派の排除が始まったことも意味する。 

 

質疑応答 

Ｑ：安全を強調するようになったのは地下鉄サリン事件

というよりも9･11以降ではないか。 

Ａ：1995年当時は、テレビは地下鉄サリン事件関連のニ

ュースばかりを流し、影響力は大きかった。 

Ｑ：北朝鮮の拉致問題は多数派に依拠するものか。ミサ

イル問題の方が、ずっと多数の人に関わる問題では

ないか。 

Ａ：拉致問題は、視聴者にとって問題自体が分かりやす

く、被害者感情も理解しやすいため、テレビでは視

聴率を考えよく報道される。実際、被害者感情には

逆らえない。被害者感情は水戸黄門の印籠みたいな

もので、被害者印は絶対的な強みをもっている。そ

のことと合わせて、最近では被害者が記者会見を開

くなどメディアに直接登場するようになった。 

Ｑ：メディアが機能不全を起しているのではないか。 

Ａ：メディアに関わっている人がそのことに気付くこと、



また受け手側もメディアリテラシーをもつことが必要

である。既成メディアとインターネットの二項対立は

間違いである。既成メディアを改善することが、先ず

求められることである。そのためにも大学教育は重要

である。大学におけるメディア学科はメディアへの就

職のためのものではなく、我々の日常生活に関わるメ

ディアについて考えるものであって欲しい。   

                    （文責：森） 
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～授業アンケートから～ 

今学期は本講義を含めて４つもメディア関係の授業をとっているので、次々と新しい考え方を吸収しています。各

メディア機関に属している個人の中には多数派に流されないような人も少なからずいるらしい（今日の話と矛盾し

ますが）のですが、日本に特にはびこっている全体主義、多数順応主義的考えに基づく上からの圧力に押しつぶさ

れている気がします。そもそも、多数派を好む日本人の性格にも問題があると思います。その中で、僕は個人がも

っと世の中を批判的に捉えられるようになることが最重要だと思うのですが、テレビなどの機関が不十分であり、

操られているのが現状である以上、インターネットが担うべき役割はあると思います。正しくない情報が多く、信

憑性にかけるとはいえ、第一歩としては草の根的メディアが必要だと思います。そのためにはインターネットをも

っと磨く必要がありますが……（文Ⅰ、1年） 

 
現代の戦争が、「平和」と対なのではなく「安全」の対概念になってしまったという話はとても興味深かった。日本

においてマスメディアの立場が変化したのが地下鉄サリン事件・9.11・日朝首脳会談の３つであったというのは身近

に感じることが出来た。日頃からメディアに対して批判的であったけれど、実際にそういう場に関わっている人た

ちも危機感を抱いているのがわかり少しだけ信頼することができた（文Ⅱ、1年） 

 
メディアの立ち位置が変わったターニングポイントが、自分が生まれて以降であるということにすこし意外な思い

を抱きました。それ以外には？それ以前には？ということを。思いました自分は勉強が足りないと思いました（文

Ⅱ、1年） 

 
メディアと安全の問題、切断面の問題に関して興味深いお話を聞くことが出来ました。被害者像の変化に関しても、

私が日頃感じていたことが述べられたと思います。送り手側・受け手側双方の努力が必要である事も同意できます。

今日一番重要だったのは、しかしながら、“大学論”についての話ではないでしょうか。学生の姿勢の変化、コミュ

ニケーションの変化、大学自体の変化……。ここには書ききれませんが、私も強い問題意識を感じています。大学

とメディア、関わりつつ改善へ転換してゆくことを望みます。具体的なことをこれから考えつつ、大学生活を送り

たい（文Ⅱ、1年） 

 
プロパガンダと言う言葉は現代の日本メディアとは関係の無いものだと思っていました。安全を過度に求めすぎる

ことの危険性はゼロリスク社会を追求することの危険性につながると思います。またメディアは物事を大げさに伝

えてしまう傾向があると思うので、そういうものが多数派を依り多数派にして、マジョリティへの依拠を支えてし

まっていると思います（文Ⅲ、1年） 
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韓国のインターネット言論と市民社会：日韓インターネット文化の比較から 

玄武岩 
第 12 回：2007 年 1 月 16 日（火） 

 

講義内容 

講義のねらい 

韓国では世論の形成においてインターネットが大きな

影響力を及ぼしている。インターネットに基づく世論が

大統領を生んだ例も挙げられる。それに対して、日本で

は政治にインターネットが影響を及ぼすことがほとんど

ない。このような日韓におけるインターネットが果たす

役割に違いが生まれるのはなぜなのか。この問題を、韓

国におけるインターネットの意味を探ることで考えてみ

たいと思う。 

なぜ韓国では日常生活でインターネットが使われるのか 

韓国人には既存メディアに対する不信感が根底にある。

そもそも一昔前の韓国では軍事独裁政治が行われており、

言論の自由も統制されていた。一般の市民が直接選挙で

大統領を選べるようになったのも 1987 年になってよう

なくなされたことである。そのため、軍事独裁に対する、

言論の自由をめぐる闘争が市民の間で繰り広げられてき

た。そのような民主化運動の中で、軍事政権との癒着を

通して発展し、中立な言論を行ってこなかった『朝鮮日

報』・『中央日報』・『東亜日報』（韓国では「朝中東」と言

われている）は「言論権力」と呼ばれ、人々から批判の

対象となった。 

Ohmy News（オーマイニュース）の登場 

韓国で朝中東のような巨大既存メディアに対する批判

の高まりは、1990年以降も言論民主化運動の中で展開さ

れた。その中で登場した代表的なメディアが「Ohmy 

News」である。「Ohmy News」とは、2000年に立ち上

げられたインターネット新聞である。「Ohmy News」は、

副題に「全ての市民が記者だ」とあるように、参加型ジ

ャーナリズムの一つの典型であり、各記事について自分

の意見が書き込め、市民の政治参加が促進される。現在、

インターネット新聞は既存のメディアに対抗できるくら

いの影響力と信頼性を持っている。 

なぜ日本ではインターネットが政治に用いられないのか 

韓国ではインターネット新聞が既存のメディアと同じ

くらいの信頼性と影響力を持っていると述べたが、日本

ではインターネット上の情報にあまり信頼を寄せないの

が一般的である。韓国で「新聞」と言えば、インターネ

ット新聞とポータルサイト上のニュース、紙新聞を主に

指す。前者二つのインターネット上のニュースが、既存

メディアの新聞のニュースと同等の信頼性と影響力をも

つ理由は、インターネット上に、テレビや新聞などの既

存メディアがもつ記事が全て載せられているからである。

更に、インターネット上の情報には、ニュースに対する

いろんな人の意見が書き込まれており、人々の政治意識

を喚起し、世論に与える影響が大きいのである。 

一方、日本のメディアの場合、各新聞のインターネッ

ト版やポータルサイトに載せられているニュースは主要

な記事のみに限られているという状況がある。また。日

本の場合、インターネット空間＝匿名の空間であり、リ

アル社会の自分とは異なるバーチャルな空間として捉え

られているため、信頼を寄せられないという状況もある。 

 

質疑応答 

Q：インターネット新聞で「全ての市民が記者だ」という

キャッチフレーズがあるとおっしゃたが、具体的に

はどのようニュースを一般市民が書くのか。 

A：例えば、徴兵制で軍隊にいた若者が兵役終了直後に癌

になって死亡したというニュースが挙げられる。こ

のニュースによって、国は兵役中における健康管理

を徹底するようになった。また例えば、東南アジア

出身の妻が病気になったが、貧しいために韓国では

治療が受けられず、母国に帰らなければならなくな

ったというニュースもある。このニュースによって、

各地から寄付が寄せられ、その妻は韓国で治療を受

けられるようになった。 

このように、既存メディアからでは見ることのでき

ない、日常生活の中で起こるニュースを提供してい

る。 

Q：ということは、国際関係、つまり政府間関係のニュー



スについては限界があるのでは。 

A：今、インターネット新聞の記者にも記者クラブが解放

されている。ただし、やはり専門の記者に比べると「外

国の政府が何を考えているのか」といったニュースを

報道するのは限界がある。 
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Q：インターネットでできることというのは限られている

と思う。例えば、政治的な議論は対面的に行うべきで

はないか。 

A：対面的状況におかれることができない相手と議論した

り、事情があって自分をさらけ出せない人が議論に参

加できたりするという利点がある。        

（文責：森） 

 

～授業アンケートから～ 

韓国と日本のネット文化が対比されながら、現在のネット文化の問題点が提起され、興味深かったです。特に、ネ

ット上の世論の信頼性については、ごく一部の人間が圧倒的多数の投稿を行うことで世論を操作しうるということ

は危険なことであり、注意しなければいけないと思いました（文Ⅰ、1年） 

 
インターネット新聞に関する話は非常に興味深かった。既存の新聞メディアであれ、テレビメディアであれ、ニュ

ースの速報性という点では劣っている。新聞は原稿の締め切りのために読者が得られるニュースはリアルタイムと

は言い難い。テレビメディアは報道側が速報性に柔軟に対応しているが、視聴者が常にテレビを見ているわけでは

なく、ニュースを知るまでの空白が生まれている。この空白性を埋めるものとしてインターネットというのは優れ

たメディアであろう。しかしそれではネットが既存メディアの補佐役にしかすぎなくなる。これが「新聞」という

地位に登るにはどんな障壁があるだろうか。１つはニュースに対する見方がどんなものかと言うことだ。既存の新

聞メディアは社論と言う1つの軸をもって報道している。これはニュースを理解する際に重要な指標であり、安心

につながっていると思う。しかし市民参加型には軸が無いのではと言うことだ。２つ目は市民と専門記者では情報

取得スピードの差異が大きいことだ。この２つの問題が解消されなければ、ネット新聞はあまり有益ではないと思

った（文Ⅱ、1年） 

 
韓国はだいぶ民主化したものと思っていたが、まだまだ民主化以前の名残が残っているのは残念な発見だった。そ

れを正当化しようとせずに、現状を許してしまったまま、インターネット上に言論の場を移すのは、逃げているよ

うであり、また、インターネット上の信用性の問題を軽視しすぎのように思える。日本の新聞のように、ネット上

の記事を制限する方が、新聞業界の正常化に良いのではないか。韓国というと、日本を越える激しい受験競争と同

時に、ネット喫茶でネットゲームにはまりこむ子供の姿をニュースで見たのが印象的で、日本よりも社会が病んで

いるように感じる。ネット上の過度の個人情報の露出や、匿名であることが余り気にされていないのは、おかしい

ことに感じる。他者との交流は、現実空間のみ、もしくは現実空間メインであることが望ましい（文Ⅲ、1年） 

 
ネットが議論の場として成熟するためには、今の匿名性から実名製への転換が必要なのかもしれない、ということ

は金平さんもおっしゃっていた。私もその通りだと思う（文Ⅱ、1年） 
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メディアリテラシー  

劉雪雁 
第 13 回：2007 年 1 月 23 日（火） 

 

講義内容 

「あるある大事典」捏造報道事件 

フジテレビの人気番組の捏造報道事件はメディアの信

頼性への関心を呼び起こしたが、事件をめぐる朝日・読

売・産経の新聞社３社の取り上げ方の違いを分析しても

面白い。朝日は一面で取り上げ、読売も皮肉ったタイト

ルで報じたが、産経はフジ系列だけに30面にすぎない。 

日本におけるメディアリテラシーの認知 

日本では1990年代後半から社会的に認知された。メデ

ィアリテラシーとはメディアにアクセスし、批判的に受

容・解釈し、またメディアを使って自分の意見や感想を

表現する複合的能力のことを言う。現在メディアが生活

環境の一部となっていることは明らかで、先週の事前ア

ンケートでも、殆どの人が新聞・TV・ネットやケータイ

などで毎日ニュースをチェックしている。試しに「中国

のイメージは？」という質問をしてみると、料理・パン

ダ・天安門広場などの文化的シンボルが思い浮かぶとい

う人が最も多く、いずれも TV や雑誌から情報を得てい

る割合が高い。このように世界への認識をメディアに依

存している以上、メディアリテラシーは必要である。 

メディアへの批判的視座の必要性 

メディアは世界を映す鏡ではない。メディアの情報は

複雑な取捨選択･包装･組み合わせの経過を経た結果で、

編集者や関連部門・政府などの影響を受けることもある

し、また議題設定のプロセスも、往々にしてマジョリテ

ィ的観点に基づく。同時に人々が真実を知ることを制限

する面もある。このように送り手と受け手が常に非対称

的であるからこそ、メディア利用に関する勉強が必要だ。

事前アンケートから、「メディアのイメージ」について「執

拗な報道」「中立ではない」「国民を煽っている」がある

とわかったが、続けてそういった情報を見てどんな行動

を取ったかを聞くと、「何もしなかった」が最多で「家族

や友人に話した」が次、「自分のブログに書いた」という

人は僅かである。あまり積極的にメディアへの行動を起

こしていないことがわかる。 

世界のメディアリテラシーの状況 

最初に各国の事情は異なり、また各段階において異な

る目的をもつことがあると断っておく。まず最もメディ

アリテラシーが発展しているイギリスでは、1930年代の

大衆文化の氾濫を危惧した知識人が、子供を対象にした

メディア教育を始めた。1940年代にはナチスの情報戦略

に対抗した経緯があり、1950年代以降はポップカルチャ

ーが浸透するに従って大衆メディア悪玉論が消えた。

1989年に初めてメディア教育が国定課程に入り、現在で

は幼稚園から高校までこの課程がある。カナダではアメ

リカ製の番組の蔓延を危惧して、1998年からメディアに

含まれる文化的営みを意識させたり、作品作りを体験す

る課程が導入された。アメリカでは TV の社会に対する

影響が強調され、性的・暴力的表現に対して敏感で、市

民のメディア監視活動が盛んである。日本はメディアリ

テラシー導入が進んではいないが、各 TV 局、新聞社は

安定した経営がなされており、メディア信頼度が高いよ

うである。 

台湾の民主化とメディアリテラシー 

「東アジアの公論形成」を目指す上では、台湾の民主

化とメディア事情が中国の民主化にどんな影響をもたら

すかという視角は欠かせない。フリーダムハウスによる

報道自由度ランキングでは 2006 年に台湾は日本を追い

抜いたが、一方でメディアに対する信頼度は１％に過ぎ

ない。そもそも戒厳令時代の1969年、電波が届かない地

域にケーブル TV が導入されると瞬く間に台湾全土に普

及し、台湾・中国・中華という３社のTV局とは別の「第

４台」となって民進党の活動の場となった経緯がある。

1993 年の CTV 合法化を経て現在は台湾 2600 万の人口

に対し、６千を越える雑誌社、500以上の新聞社、64の

ケーブルシステム、５つの地上派TV、174のラジオ局が

あり、さらに2001年から香港系週刊誌・新聞も加わった。

結果、CM 重視の過度な競争が行われ、もはや報道によ

る人権侵害は「報道公害」と呼ばれるほどになっている。

2002 年の世論調査でもニュース番組すら子供に見せた



がらない親が多いことがわかった。こうした状況を受け

て 2002 年から「媒体素養（メディアリテラシー）」教育

の積極的推進が謳われ、現在進行中である。（講義の後、

政治大学と公共電視台製作の『別小看我』というメディ

アリテラシー教育番組のDVDを視聴した。） 

 

質疑応答 

Ｑ（三谷）：「メディア自由度ランキング」の信用性は？

日本がそんなに低いとは。 

Ａ：日本では政官財に対する報道量が台湾よりも少ない

ということだ。記者クラブ制度の問題もある。 

Ｑ（三谷）：「報道公害」を今後自然に鎮めることは可能？ 
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Ａ：最初のころは民進党と国民党の間で勢力バランスに

大きな差があり、民進党が注目を集める意味で始め

た。今後はさらにひどくなるのでは。 

Ｑ（三谷）：話を聞く限り、台湾の大陸に対する「自由」 

という戦力も、現在では空回りしているのでは。 

Ａ：台湾人も気づいているようだ。中国では報道によく 

人権侵害について結構取り上げている。民主化が自

然にメディアの質を保つ物ではないということがわ

かる。 

Ｑ：台湾の国会・国民大会は優等生的な印象があるが？ 

Ａ：台湾はつまらないことで対立している。逆に言えば

活気に溢れている。 

                  （文責：松山） 

～授業アンケートから～ 

私は今まで「メディアリテラシー」という言葉は、ただ単に「メディアを利用できること」を意味するとしか考え

ていなかった。しかし、この広義で「メディアリテラシー」が使用・受容・表現の三つが合わさった複合的能力だ

と知って、なるほどと思った。ただ単にメディアを使用できるだけでは、メディアが伝える内容を理解し、それに

対する異見を表明することができない。当たり前のことかもしれないが、メディアリテラシーの意味を再認識させ

られ、ためになったと思う（文Ⅰ、１年） 

 
僕が思うに日本はあまりメディアに関して自由ではないと思います。確かに、政府規制なんかはほとんどないでし

ょうが、国民がメディアに関してあまり積極的ではなくて、一方的に巨大メディアから情報を流していると思いま

す。さらに他の国に比べてメディアリテラシーを含めて批判的に考えさせる機会が少ないと思います。日本の中に

どこかある大衆順応主義がはびこって多様化を防いでいるような気がするのですが･･･（文Ⅰ、１年） 

 
「メディアリテラシー」が台湾では「媒体素養」と言うことについて、日本ではあまり意味も理解できずに、単に

横文字で使っている言葉を表意文字にすることによって分かりやすく使えると知った（文Ⅱ、１年） 

 
今日の講義を聴いて自身に欠けているものに気付けた。私は「メディアリテラシー」とは報道を批判することだけ

だと思っていたが、自らを表現していくこともその能力の一つだということが分かったのだ。これは「東アジアの

公論形成」の授業全てに共通することだが、「意見の双方向性」が重要なのだ（文Ⅱ、１年） 

 
まず、先週行われたアンケートの結果の考察において、我々が中国に対し抱いているイメージの大部分がメディア

に依拠していることが再認識され、メディアリテラシーの重要性が実感されました。かねてから、世界各国のメデ

ィアリテラシーへの取り組みが如何様になされているのか、については興味がありましたが、今回その実態に具体

的に触れることができ大変良かったです。日本に欠如しているのは、メディアリテラシーの必要性以前に、そこに

至る動機ではないでしょうか。送り手・受けて共に危機感がない。日本においても台湾でのメディアの乱れた事例

に類似した事件は起こっているのに、反応が薄いと思います。ありきたりではありますが、我々一人一人が声を上

げる必要があろうかと考えます（文Ⅱ、１年） 



The Public Sphere in East Asia (2) 
 
 
Aim of lectures 
    In East Asia today, interchange across borders is growing day by day. Accompanying 
this phenomenon is an increase in friction between nations. To overcome the obstacles before 
us and to establish a peaceful and pleasant order, people in this area should actively attempt 
to communicate with each other, to learn about others and to find out about ourselves.  
    What is the condition of communication in Korea and China? What points do we have to 
beware of in the pursuit of building a public sphere in East Asia? What problems does the  
Japanese media have? To consider such issues, front-line experts are invited from East Asia, 
to hold lectures and discussions with students. 
 
Schedule  
10/10  Mitani, Hiroshi: University of Tokyo, “Introduction: The Public Sphere in 

non-Western Countries” 

10/17  Sun, Ge: Chinese Institute of Social Sciences, “ ‘The Public Sphere in China’ as 

Epistemology (1): The Magnetic Field of the Public Sphere in China” 

10/24  Sun, Ge, “ditto (2): Re-examination of Epistemology on ‘Public’ ” 

10/31  Lim, Jie-Hyun: Hang-yang University, “Whose Public Sphere?: Escaping from the 

Public Sphere as a Norm” 

11/7   Jang, In-sung: Seoul National University, “Emergence of an ‘International Public 

Sphere’ in East Asia: Its Development or Creation” 

11/14  Pan, Kuang-che: Academia Sinica, “Public Sphere in East Asia” 

11/21  Hayashi, Kaori: University of Tokyo, “Public Sphere and Mass Media in Japan” 
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RA・TA のページ 
 
 本講義では日本のみならず中国、台湾、韓国、インドから豪華な講師陣を招いて東アジ

ア地域の公論形成の可能性やあり方についてさまざまな切り口からアプローチしていただ

いた。毎回密度の濃い講義内容で、自分の専門外でありながら、学期を通して非常に興味

深く参加することができた。近いようでよく知られていない東アジア諸国のメディア事情、

その歴史的、政治的背景について話を聞く中で、それぞれの国の人びとが、それぞれの歴

史に条件づけられながら民主的な社会を模索しており、そのプロセスも多様であることを

改めて知ることができた。多くの問題を抱えながらも、今後、東アジア地域において西洋

スタンダードとは異なる民主社会へのプロセスが提起され実現されることをますます期待

したくなる「熱い」連続講義だった。海外からの講師招へいが多い講義だったが、第一線

の研究者でありながら、気さくで協力的な先生方ばかりで、非常にスムーズに仕事をする

ことができた。このような仕事と勉強の機会を与えてくださった三谷先生、EALAI のスタ

ッフの方々、講義運営に尽力してくださった TA のお二人に心から感謝したい。(坂田) 
 

TA の仕事の醍醐味は、こうした多彩で質の良い講義を最前列で聴けることも一つだが、

何よりも授業では見られない学生の反応をビビッドに見られることだと思う。というのは、

質疑応答の時間に発言しなくても、アンケートを通じて講義内容に対しかなりの説得力を

持った反論を投げかける学生も少なくないからだ。特に回によっては「東アジアの公論形

成」という本題になかなか到達しないという批判が多かったが、これについては今後の課

題なのではないか。もちろん講義内容が十分に伝わらなかったのは、頻繁に起こる機材ト

ラブルに対応しきれなかった私たちにも責任がある。とはいえ授業の回数を追うにつれ、

時には別の回の講義同士が衝突しあう中で自分なりに得たものを消化・咀嚼しながら、「東

アジアの公論形成」の形成可能性やその内容、あるべき姿について、独自の思考を練り上

げたアンケートが増えていったように思う。集計作業をしながら学生たちの消化力にひた

すら舌を巻いた。また素晴らしいアンケートに出会うたび、彼らの意見から私の思いもよ

らない視角を数多くいただけたことも嬉しかった。講義とアンケート、さらに授業後の先

生方との交流を通じて何重にも刺激を受けられる、本当に「おいしい」立場だったなと実

感する。このような機会を下さった三谷先生、講師の先生方、拙い仕事ぶりを支えてくだ

さった EALAI オフィスの皆様、RA、TA の方々に心から感謝いたします。(松山) 
 
「非西洋世界における自由化は可能か」という三谷先生が抱かれた問題意識からはじま

った今回の講義であるが、全講義を終えて思うことは「非西洋世界における自由化は可能

であるだろう」ということだ。今回の講義で主に取り上げられた中国、台湾、韓国では、

それぞれ歴史的に異なる特殊な背景を持っているが、インターネットの普及がひとつの鍵

となって、今、その様々な違いをも覆い尽くしてしまうほどの「自由化」の波が訪れてい

るように感じた。ただ、それは何か概念や理論があるものではなく、一つ一つの事象から

浮かび上がってくるものである。毎回の講師の方々のお話は勿論興味深かったが、出席し

た学生達の授業アンケートの内容も同じくらい興味深かった。学生自身が自分の問題関心

に引き付けて授業内容を咀嚼している様子が窺え、とても頼もしいと感じた。残念ながら、

授業中に学生同士が議論するというところまではいかったが、今後この講義を再開する時

は、ぜひラウンドテーブルにして学生達が意見をもっと交換できる場を築けたらいいと思

う。(森) 
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